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第 1 章 はじめに 
 
 第 1.1 節 研究の背景 















































ば、寺院過去帳 14）や地名 15）、考古資料 16）、地籍図 17）、絵図 18）などの資料を用いた研究
が進められ、これらの資料を複数用いた復原方法の提案もなされてきた 19）。そして、①の
研究に対しては、以下の 3 つの課題が挙げられる。 
第 1 に、被災地域をより詳細な地域スケールで検討することである。2013（平成 25）年
6 月に災害対策基本法が改正され、地域コミュニティの自発的な防災活動の推進を促すこ









第 2 に、歴史災害研究への GIS（地理情報システム）利用の期待も高まっている。日本
において歴史災害研究への GIS を利用した最も早い成果は、1990 年代前半の関東大震災を
対象とした研究であろう 23）。これは、諸井孝文らによってもデータベースが構築され 24）、
武村雅之著の『未曾有の大災害と地震学―関東大震災―』などにおいてその成果をみるこ
とができる 25）。また、文化遺産防災学における諸研究によっても GIS 利用の意義と可能性




















目や 2 点目に関わる歴史災害の個別事例研究を試みながら、最終的には 3 点目に関わる個
別事例の一般化を目指すものである。 
 

























本稿では、第 2 章で地理学における水害を中心とした災害の研究史を整理し（第 2.1節）、
これまでの研究で見落とされてきた地誌学的アプローチによる災害研究を「被災地域研究」
（以下、単に被災地域研究とする）と規定し、その成果や今日的な課題を確認するととも
に（第 2.2 節）、改めて被災地域研究の視点を提示する（第 2.3 節）。そして、第 3 章では本
稿で対象とする近代の水害史を概観するとともに（第 3.1 節）、本稿の事例研究で主に扱う
自治体刊行の災害誌の資料的な検討を行う（第 3.2 節）。 











第 2 章 災害を対象とした地理学的研究 
 















第 1 期が萌芽的な調査・研究の時代として第二次世界大戦終戦まで、第 2 期が総合的な学
術調査に地理学者も加わるようになる時代として第二次世界大戦後から 1960 年代前半ま
で、第 3 期が応用地理学の時代として 1960 年代前半から 1990 年代前半まで、第 4 期が多
 9
様化の時代として 1990 年代前半から現在に至るまでとした。 
























































災害研究は 1 つの画期を成したと考えられる。 
（3）第 3 期（1960 年代前半～1990 年代前半）   戦後直後の水害調査の中で作成さ











































 第 2.2 節 被災地域研究の成果と課題 
森滝は 1967（昭和 42）年に「人文地理」誌で発表した論文「災害研究の基本的諸問題」
 14













































































































「都市災害研究」の 3 つに分類した 100）。それぞれを明確に区分できるわけではないが、
稲見の著作リストから公害を含む災害に関連する文献を抜き出してみると、著書論文総数
109 本中 22 本（20.2％）と決して多くはないことがわかる（第 2.2 表）。むしろ、「都市」
















































第 3 章 研究対象と研究資料 
 
 第 3.1 節 近代日本の水害史概観 
 本稿の研究対象は 1930 年代（昭和初期）の都市部で発生した大規模水害である。そこで、
最初に明治中期から昭和初期までの日本の水害史を概観しておきたい。 










ているものである。これは 1882（明治 15）年に第 1 回が刊行された。水害被害額を含む水
害に関する統計表は、旧内務省が作成した『内務省年報・報告書』や『内務省統計報告』
をもとに作成されたものが収録されている。水害に関する項目は第 6 回から、道府県ごと
の情報がわかる「地方別」の統計表は 1889（明治 22）年分の第 10 回から掲載されている。


























している水害統計を用いた。なお、水害被害額は 1875（明治 8）年から直近の 2010 年まで、
死者数は 1902（明治 35）年から 2010 年までの期間が用いられ、1918（大正 7）年、1922






そして、道府県ごとに 1 人あたりの年次水害被害額を算出した。1 人あたりの年次水害被
害額は、各道府県についてその年の水害被害額の総額を道府県の人口で除すことにより求
められる。この値によって当該年次の水害による打撃度（強度、深刻度）を把握すること





（2）水害被害額の経年変化   まず、明治中期から現在に至るまでの水害被害額の推
移を検討すると（第 3.1 図）、近代には明治中期から昭和初期にかけておよそ 20 年ごとに 3
つの水害多発期が認められる 108）。第 1 期が 1890 年代、第 2 期が 1910（明治 43）年前後、
 25
第 3 期が 1935 年前後である。第 1 期は 1896（明治 29）年が水害被害額で突出している。
この年以降に河川法、砂防法、森林法が相次いで制定され、低水工事から高水工事へと治
水のあり方が変化した時期である。第 2 期は 1910 年の水害被害額が高い。この時期に臨時
治水調査会が発足し、国の直轄による河川の改修工事が進められた。第 3 期は 1934 年と
1935 年の水害被害額が大きい。前者は室戸台風、後者は京都市大水害などが発生したため
である。死者の推移は、水害被害額が高い年で高くなる傾向が認められ、1907（明治 40）




 （3）1 人あたり水害被害額   次に、道府県別の水害被害額が確認できる 1892（明治
25）年から 1935 年までの 44 年間（1918 年、1922 年の 2 ヶ年を除く 42 ヶ年）を、上記 3
つの多発期がそれぞれに含まれるように 3 等分し、各期間の道府県別年平均水害被害額を
算出した（第 3.2 図）。42 ヶ年の年平均水害被害額の分布をみると、第 1 期を含む 1892 年
から 1905（明治 38）年までと、第 2 期を含む 1906（明治 39）年から 1920 年までの時期は、
中部や東北地方で被害額が大きいことがわかる。これは明治時代の治水計画における 30
の直轄河川のうち 21 が中部以東に存在することとも対応していると考えられる 109）。そし




国勢調査による人口が把握できる 1920 年以降の各年について、1 人あたりの年次水害被
害額を算出した（第 3.3 図）。これにより水害による打撃度を把握することができる。1920
年以降では 1934 年、1935 年のピーク直前までは 1 人あたりの被害額が 15,000 円を超える
ような被害の深刻な道府県は各年に 1 つ程度しかなかったが、1934 年、1935 年は複数の道
府県で確認でき、これらの年で大規模な被害が広範囲にわたったことがわかる。また、ピ
ークの直前までは人口の多い東京府や大阪府などは 1 人あたりの水害被害額は小さくなる
傾向が認められたが、1934 年や 1935 年は人口規模の大きい大阪府や兵庫県、京都府など
でも大きな値を示している点で、それまでの水害とは異なる様相であったと考えられる。 





兵庫県は、DID 人口が全人口の 50％から 80％を占め、かつ 1920 年から 1940 年の 20 年間
に DID 人口比も 1.5～2.0 倍近い都市型の道府県であり 110）、都市人口が急速かつ大幅に増
加した道府県が大型の台風や大規模集中豪雨を受けることにより、被害が大規模化したと
考えられる（第 3.1 表）。このような道府県として他に、東京府、神奈川県、愛知県、福岡




第 3.2 節 研究対象地域と研究資料 
1930 年代の関西の大都市では 1934 年に室戸台風による高潮災害や風害、1935 年に洪水










































115）ことを目的として、災害が発生した 1935 年の翌年 3 月に京都市によって編纂された災
害誌である。担当部署として、凡例には京都市役所内の庶務課の名が記されている。総頁
数は 269 頁である。京都市は水害の前年にあたる 1934 年 9 月にも室戸台風による風害を受

















に将来の貴重なる資料たらしめる目的」117）をもって、台風が襲来した 1934 年 12 月に編
集が開始され、その 3 ヶ月後の 1935 年 2 月に脱稿、5 月に印刷・刊行されたもので 118）、












































第 4 章 京都市における洪水災害の地域的差異―1935 年京都市大水害の事例― 
 






























第 4.2 節 研究対象地域と京都市大水害の概要 
（1）研究対象地域   1935 年当時の京都市 132）は、京都盆地の北部とその周辺の山
地・丘陵地にわたる地域を市域としていた（第 4.1 図）。京都市が位置する京都盆地の北半














（2）京都市大水害の概要   京都府測候所の観測では、1935 年 6 月 28 日の 19 時台
に雨が降り始め、同日 23 時台、翌 29 日の 2 時台、6 時台に時間雨量が 40mm を越える激
しい雨が降った 139）。また、28 日の 21 時～23 時頃の間には雷も多発したことがわかって







し、浸水面積が市域低地の 27％を占めるに至った 144）。区別の被害表は第 4.1 表の通りで
ある。家屋の被災率は右京区で 42.5％に達し、下京区（29.2％）や左京区（26.2％）、中京




第 4.3 節 研究方法 
（1）研究資料   本章では京都市大水害の分析資料として『京都市水害誌』（以下、















（2）分析の手順   本章では前節で述べた資料を用いて以下の手順で分析を行った。 
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落も含む）を旧市街地、1887 年から 1931（昭和 6）年までの間に市街地化した地域を新市






した。なお、これらの作業には GIS ソフトウェアの ArcGIS10.2（ESRI 社）を用いた。 
 
第 4.4 節 浸水被害の分布とその要因 
 （1）浸水および各種被害の分布   まず、浸水の分布図を第 4.2 図に示した。浸水面
積は 35.9km2 で全市域の 12.4％を占めた。この数値は、浸水面積を 11,270,000 坪（1 坪を
3.31m2 で計算した場合 37.3km2）と報告した『京都市水害誌』の数値に近似する結果を得
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た 148）。また、浸水深別にみると、約 30cm 未満が 12.9km2で全浸水域の 35.9％、約 30cm






















71 箇所であった。『京都市水害誌』には橋梁被害の合計が 86 箇所、その内、被害の大きか






は 171 箇所であった。『京都市水害誌』では河川堤防の決壊箇所 284、破損箇所 114 の数値
が認められるほか、とくに被害の大きかった河川堤防の決壊・破損箇所数が記載されてお

























続いて、市街地化と浸水域との関連性を検討した（第 4.4 表）。まず市街地化の状態を 1887
年時点で既に市街地化していた旧市街地（集落も含む）と、1887 年から 1931 年までの間
に市街地化した新市街地（集落の拡大地も含む）、山地・丘陵地部分を除いた 1887～1931





















































第 4.5 節 本章のまとめ 
本章では『京都市水害誌』付図の「被害状況図」をもとに、当時の京都市における浸水
被害の要因を GIS を用いて定量的に分析し、被災地域の特徴を把握した。その結果、以下
























第 5 章 大阪市における高潮災害の地域的差異―1934 年室戸台風の事例― 
 




















第 5.2 節 研究対象地域と室戸台風の概要 












事が 1897（明治 30）年に着工した。また、新淀川の開削などすべての事業は 1910（明治
43）年までに完成した。さらに、1917（大正 6）年 9 月 30 日から 10 月 1 日にかけて淀川





対応するため、1929（昭和 4）年 7 月に大阪港第二次修築工事が開始された。これに合わ
せて、北港修築工事（1931 年）や南港埋立工事（1933（昭和 8）年）も行われた 170）。室
戸台風以前の高潮災害としては 1912（大正元）年、1921（大正 10）年、1929（昭和 4）年
などがあった 171）。また、戦後にも大阪は 1950（昭和 25）年ジェーン台風や、1961（昭和
36）年第二室戸台風で高潮災害を受けている。 
（2）室戸台風の概要   室戸台風は 1934 年 9 月 12 日、北太平洋パラオ諸島とチュー
ク諸島の中間海上で発生し、一旦南下したが 13 日より北上に転じ、発達しながら沖縄本島
に向けて北西の方向へと進んだ（第 5.2 図）。19 日夜、沖縄本島の南方で北北東に進路を変
えたことで、本州への上陸が決定的となった。そして、9 月 21 日 5 時頃、高知県室戸岬付
近に上陸した。この時の中心気圧は約 912hPa であった。8 時頃、現在の兵庫県神戸市東灘
区にあたる武庫郡本庄村深江に再上陸し（中央気象台彙報（以下、彙報とする）57 頁）172）、
この時、温帯低気圧に変わっていたとする説もあった 173）。 










なみに、府立大阪測候所の観測による 20日正午から 21日正午までの 24時間雨量は 19.5mm
で、大阪市においてはさほどの降雨ではなかった 174）。 
被害は九州から東北にかけての 39 府県に及んだ（彙報 276-277 頁）175）。主な被災府県
の被害概要を第 5.1 表に掲げる。まず、死者・行方不明者数では大阪府が 1,888 名（この内、
死者は 1,812 名）と圧倒的に多く、次いで 261 名（死者 247 名）の兵庫県、233 名（死者
























第 5.3 節 研究方法 
（1）研究資料   まず、本章で主として用いる資料である『大阪市風水害誌』（以下、
風水害誌とする）について検討してみたい 178）。風水害誌は「昭和九年九月二十一日の未
曾有の風水害を永久に明記すると共に将来の貴重なる資料たらしめる目的」（風水害誌 5
頁）をもって、台風が襲来した年の 12 月に編集が開始され、その 3 ヶ月後の 1935（昭和

















付近の西ノ鼻などに限られた（彙報 205-206 頁）。 
高潮に伴う浸水深は、おそらく痕跡高から得られたと考えられる最高潮位から、その地
点の標高を引いた値として求められ、70 地点の結果が風水害誌に一覧表として掲載されて
いる。70 地点の最大潮位と標高のデータは、大阪市の土木部員 40 名と京都帝国大学の学















して、大阪市内各地点の高潮が最高潮に達する 8 時台の天体潮を 1.2m とし、それぞれの
地点の潮位偏差が求められた 180）。 
以上の検討から、風水害誌は被害実態の詳細な分析に耐え得るものであると判断される。 







中の 70 地点および付図中の 127 地点であり、13 地点の重複分を除いた 184 地点である。
空間補間は検索半径を 1km に固定した IDW 法 183）で求めた。また、人的被害については、
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警察署管内別の死者、負傷者、行方不明者数を合計した被害者数を、各警察署管内の 1933
年 12 月現在の人口 184）で割った人的被害率を算出した。当時の各警察署管区域は『昭和七











第 5.4 節 被害の特徴 
 （1）暴風被害   測候所の観測によると 9 月 21 日 7 時 40 分に風速 18.7 m/s と 15 m/s




ど一般の想像外に及んだ」（風水害誌 79 頁）と記録されていた。そして、8 時 5 分頃、無
 54
線柱が風力計等を取り付けている鉄柱上に倒れ、風力計、風圧計、風信器が大破し、これ
により風速観測が一時不能となってしまった。観測体制は 9 時 20 分に復旧したが、以降、
風速は徐々に減衰し、10 時に 13.4m/s となって（風水害誌 93-98 頁）、この頃大阪市内は強
風域を脱したものと思われる。 
近年の研究成果によると、同日 8 時頃の海上風分布は大阪市沖で風速 40 m/s、最大風速
45 m/sと推測され、8時から 9時にかけて大阪湾沿岸一帯の波高は 4mに達したという 189）。
風速 60 m/s というのは、現在の気象庁の階級では、「猛烈な台風」に相当する。実際に、
鉄塔や煙突が多数倒壊するとともに、市内各地の小学校も倒壊し、教諭や児童に多数の死
者をもたらす惨事となった 190）。さらに、四天王寺五重塔も倒壊し、文化財にも被害をも
たらした（風水害誌 104 頁、347-347 頁）。 
（2）高潮被害   大阪市内における高潮の侵入の経過を検討するには、支台分室によ
る観測記録が参考になる（彙報 203-207 頁）。この記録をみると、21 日 7 時 55 分頃地上
（O.P.3.0m）に浸水が始まり、8 時過ぎに床上（O.P.3.5m）に浸水し、8 時 10 分頃に高潮は
床上 0.8m（O.P.4.3m）のところにあった自記晴雨計に達した。ここで、O.P.（Osaka Peil）
とは大阪湾最低潮位のことをいい、当時、O.P.は東京湾平均海面（T.P.）より約 1m 低かっ
た。そして、8 時 18 分には潮位が最高位となる O.P.5.6m を記録した。この約 20 分間に潮
位が 2.6m も上昇したことになる。その後、潮位は侵入時よりもややゆるやかな速度で下
降していった。なお、天保山検潮所で O.P.5.1m、大阪港で O.P.5.0m というような潮位観測
記録もあり（風水害誌 71-72 頁）、大阪湾沿岸部では広い範囲で潮位が O.P.5.0m に達した
ものと考えられる。当時の報告では、天体潮として 1.2m が採用されていたため、高潮と
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果」によるものは 2.88m という値になる 192）。これら両者の効果を合計すると 4.16m とな
り、上述した潮位偏差にほぼ近似する。また、8 時頃の大阪港における天体潮を、海上保
安庁海洋情報部の潮汐推定 193）により求めてみると、満潮から 3 時間後で約 O.P.1.0m であ
ったことから、高潮の潮位が O.P.5.0m を超えた記録とも符合する結果が得られた。 
次に、測候所の調査による市内各所の高潮の最高位とその到達時間をみると（第 5.3 図、
風水害誌 71-72 頁）、高潮は新淀川や堂島川、土佐堀川を遡上して大阪城東方の寝屋川まで
到達した。その侵入速度をみると、高潮の侵入速度は新淀川で 2.2 m/s、安治川で 2.5 m/s、




O.P.3.0m であった（風水害誌 120-121 頁）。しかし、暴風により防波堤上に置かれた高さ約




生した 194）。この他、尻無川など 5 箇所では、高潮による激浪により沿岸に打ち寄せられ
た船舶が護岸に激突し、損壊するということも起こった 195）。 
各観測地点で観測された潮位の記録をもとに、空間補間によって地上に侵入した高潮の
面的分布を推定してみると（第 5.3 図）、築港付近や木津川河口部で O.P.5.0m 以上の高潮位
を示したほか、淀川と安治川間および尻無川と木津川間の沿岸部で O.P.4.0m から O.P.5.0m
の高い潮位をみた。また、内陸部でも河川沿いで O.P.3.0m から O.P.4.0m の潮位に達した。
なお、高潮の侵入は地表面を遡上するだけでなく、下水が逆流することにより表通りに点
在していたマンホールから吹き上げる現象も起こっていた（風水害誌 109-110 頁）。 
 （3）高潮の浸水域と浸水深の分布   大阪市では室戸台風によって以上のような潮位
分布を示したが、浸水を受けた土地の標高によって深度は異なり、被害程度にも地域的差
異がみられた。本稿では、風水害誌に所収された縮尺約 85,000 分の 1 の「大阪市風水害浸
水地域図」の浸水域を検討対象とした。また同時に、高潮の潮位記録から地点の標高を差
し引いて、空間補間により高潮の浸水深を面的に推定し、その分布を検討した（第 5.4 図）。
まず、浸水域の面積を計算してみると 49.4km2 となり、これは大阪市域（184.8km2）の 26.7％
に相当する値であった。風水害誌では、大阪市総面積に占める浸水面積の割合を 26％とし








5.9km2（11.9％）、0.5m～1.0m が 9.8km2（19.8％）、1.0m～2.0m が 22.5km2（45.5％）、2.0m











たい（風水害誌 257-258 頁）。 












と、死者は西淀川区のハンセン病外島保養院で 187 名、島屋町で 85 名、此花区の酉島で





















次に、土地条件別の浸水状況を検討した。1885（明治 18）年から 1899（明治 32）年に
測量・修正された 20,000 分の 1 の仮製図および 1932（昭和 7）年の地形図から、近世の新
田開発により干拓された地域、明治時代以降の港湾整備や工場地帯の整備に伴って埋め立
てられた地域を抜き出した。浸水面積の内訳をみると（第 5.3 表）、近世以前から陸地であ
った地域が 15.4km2（31.2％）、干拓地が 25.9km2（52.4％）、埋立地が 8.1km2（16.4％）と
なり、干拓地や埋立地などの近世以降の地形改変地が全浸水域の約 3 分の 2 を占めること
がわかった。また、近世以前からすでに陸地であった地域は 11.7％が浸水するにとどまっ
たが、近世や明治時代以降に陸化した干拓地や埋立地はほぼ 100％が浸水した（第 5.3 表）。
さらに、土地条件別の浸水深の割合をみると（第 5.5 図）、近世以前から陸地であった地域
では 0.5m 未満の浸水域が 34.4％、0.5m～1.0m の浸水域が 34.4％を占めた。他方、干拓地
では 1.0m～2.0m の浸水域が 59.8％、2.0m 以上の浸水域が 18.9％、埋立地では 1.0m～2.0m









大阪における地盤沈下は、1925（大正 14）年 5 月の北但馬地震や 1927（昭和 2）年 3 月
の北丹後地震において、大阪地方が激しく揺れたことから指摘され始めた。実際、この頃
から大阪西北部の地盤沈下が目立つようになっていた 199）。1933 年になって地震学者の今
村明恒は地塊運動の結果とする説を唱えた 200）。また、今村の提言により、1934 年 5 月に
地盤沈下に関する水準点が設置され測量が開始された 201）。室戸台風後の 1935～1939（昭














 第 5.6 節 本章のまとめ 
本章において筆者は、『大阪市風水害誌』に掲載された被害に関する地理情報の GIS デ
ータを作成し、空間分析手法などを用いて被害の地域的差異とその要因を明らかにする研























第 6 章 神戸市における土砂災害の地域的差異―1938 年阪神大水害の事例― 
 
 第 6.1 節 本章の目的 
神戸市において、明治時代以降では 1896（明治 29）年、1938（昭和 13）年、1961（昭






































この理由として、10,000 分の 1 程度に比べると相対的に小さい縮尺の 2,7000 分の 1 や
50,000 分の 1 のような災害地図が資料として用いられてきたことが考えられる 220）。比較
的小さい縮尺の災害地図は、神戸市全域に広がりをみせるような浸水被害の実態を把握す
るには適当であるが、家屋被害のような、より局地的な被害の実態分析を行う際には効果
的ではない。神戸市における阪神大水害に関する資料の中には、10,000 分の 1 程度の比較
的大きな縮尺の地図資料（以下、「河川別災害地図」とする）も存在しており、詳細な分析










なお、本章で用いる大縮尺の災害地図の分析にあたっては、GIS を用いて被害の GIS デ
ータを作成した。これによって複数葉にわたる災害地図を神戸市全域で統合的に検討する
ことが可能になった。また、作成したデータと既存の地形図や土地条件図とを GIS 上で重
ね合わせることで、被害分布の要因を検討することも容易になる 222）。本章は第 4 章、第 5
 66
章とともに歴史災害研究における GIS を有効に用いた試みの 1 つであり、その意味でも大
きな意義があるものと考える 223）。 
 
第 6.2 節 研究対象地域と阪神大水害の概要 
（1）研究対象地域   本章の対象地域は、現在の神戸市灘区から須磨区までにあたる














る 1939（昭和 14）年には人口が 100 万人を超えるなど 225）、神戸市は戦前における日本の
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6 大都市の 1 つに数えられるほどの人口規模を有していた。 
（2）阪神大水害の概要   1938 年の阪神大水害の概要は以下の通りである。7 月 3
日に雨が降り始め、5 日に雨量を増した豪雨によって大規模な水害となった。7 月 3～5 日
の 3 日間における合計雨量は平野の神戸測候所で 456.9mm、山地の六甲山で 615.8mm を記
録した 226）。この雨量は当時の神戸市の年間平均降水量の約 3 分の 1 にあたる 227）。この豪
雨のために、六甲山の各所で斜面崩壊が発生し、市域の河川が氾濫すると同時に、巨石や
流木、土砂の入り混じった土石流が神戸の市街地に流れ込んだ。この水害では神戸市にお




第 6.3 節 研究方法 
（1）研究資料   本章で用いた資料は『神戸市水害誌』230）と、『神戸市水害誌附図』
231）に収録されている縮尺 10,500 分の 1 の「河川別災害地図」である。両者はともに、阪
神大水害の発生した 1 年後に神戸市によって編纂された災害誌である。『神戸市水害誌』は























（2）分析の手順   本章では前項で述べた資料を用いて、以下の手順で分析を行った。 


















を取り上げ、この時期に測量・作成された 20,000 分の 1 の仮製図を準備した。これを既述
の災害地図と同様に GIS データ化した。 





第 6.4 節 家屋被害の分布とその要因 













ことがわかる。「河川別災害地図」の凡例で深さ 6 尺以上（第 6.3 図の凡例では 2m 以上）
の最大の浸水を受けた地域は、各河川沿い、湊川の合流点、河川付け替え前の旧生田川、








（2）家屋被害分布の要因   まず、家屋被害の分布と当時の地形とを重ね合わせるこ
とにより、家屋被害の分布と地形との関連性を検討した。旧版地形図と既往研究の成果、
さらに土地条件図や数値地図 50m メッシュ（標高）を補足的に用いて作成した地形分類図


























































の 1901（明治 34）年に付け替え事業によって新設された 248）。天王川と石井川が合流して



































 第 6.5 節 本章のまとめ 
 本章では 1938 年阪神大水害を事例に、既存の研究では用いられてこなかった「河川別災
害地図」をもとに、当時の神戸市における家屋被害分布を復原し、その要因を検討した。
 76





































第 7 章 1930 年代の都市における水害被災地域の特徴 
 
 第 7.1 節 都市水害史研究の課題 


















































































然素因や社会素因の概念に加え、被害にも直接的な 1 次被害と間接的な 2 次被害とがある
としたのが水谷武司の災害の発生連鎖モデルである（第 7.1 図）278）。このような理論と実
















第 7.2 節 各都市における水害被災地域の諸類型 
 83
本節では第 4 章から第 6 章における事例研究によって得られた各都市の被災地域の特徴
について Mitchell のコンテクスト・モデルを用いながら検討する。 































































































































第 7.3 節 三都市間の比較考察 





















































からの約 25 年と 1955（昭和 30）年以降の約 25 年を、それぞれ第 1 次都市化と第 2 次都市






















































（4）小結   以上、本章では 1930 年代の都市水害の時代性や地域性を検討してきた
が、各事例の分析結果である第 7.3 図～第 7.5 図、および先行研究の結果を踏まえると、1930












































第 8 章 おわりに 
 




を図るべく、歴史地理学ひいては地理学における 3 つの課題が提示された（第 1 章）。課題
の 1 点目は被災地域をより詳細な地域スケールで復原することの必要性、2 点目は近年歴









































ぼ合致する結果が得られた。歴史 GIS の発展もあって歴史災害研究における GIS 利用は期
待される分野であるが、この点でも本稿が歴史災害研究において GIS 利用の意義を高める
ものであったと考えられる。 





















































を丁寧に検討する必要がある。また、本稿で同時代として規定した 1930 年代から 1950 年
代にかけての災害対応についても触れておく必要があるだろう。この時期の大規模な水害
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第 2.2 表 稲見悦治の内容別著書論文数 
内容 論文等の数 構成比（％）
自然と人文 15  13.8   
都市 44  40.4   
災害・公害 22  20.2   
その他 28  25.7   




第 2.1 図 稲見悦治の都市災害研究の枠組み 








第 3.1 図 1875～2010 年までの水害被害額および死者数の推移 
2010 年版『水害統計』所収の「参考統計表」より作成。 




第 3.2 図 道府県別 14 ヶ年ごとの年平均水害被害額 
（a）は 1892 年から 1905 年まで、（b）は 1906 年から 1920 年まで、（c）は 1921 年から 1935 年まで。 
『大日本帝国統計年鑑』より作成。1918 年と 1922 年のデータは欠損。 





第 3.3 図 各年次の 1 人あたり水害被害額 
『大日本帝国統計年鑑』および国勢調査より作成。1922 年のデータは欠損。 
金額はすべて 2000 年価格に換算したものである。 
 
  
第 3.1 表 府県の総人口に占める DID 人口の割合 







年の DID 人口比 
東京 86.2 92.5 95.6 2.2 
神奈川 55.2 60.9 67.7 2.0 
愛知 37.1 45.2 50.6 2.0 
京都 55.1 62.9 67.7 1.6 
大阪 74.9 80.2 88.8 2.2 
兵庫 44.0 47.6 51.4 1.6 
福岡 42.0 43.0 46.9 1.6 






第 4.1 図 地域概観図 
陰影起伏は、「Arc GIS データコレクションスタンダードパック 2012」（ESRI ジャパン）を用いた。 
主要河川は基図からトレースしたものである。なお、基図は、陸軍参謀本部陸地測量部によって測量され
た 25,000 分の 1 地形図で、1922 年測量、1929 年鉄道補入の「京都西南部」と、1922 年測量、1930 年鉄道
補入の「京都西北部」、「京都東北部」、「京都東南部」である。 
京都市域は数値地図 2500（空間データ基盤）を修正したものを用いた。  











合計 死亡 重傷 軽傷 合計
上京区 48,932 9 76 26 530 6,672 7,313 14.9 2 1 2 5
左京区 22,402 11 43 68 1,123 4,623 5,868 26.2 3 3 2 8
中京区 32,042 1 13 3 1,444 6,640 8,101 25.3 1 1 1 3
東山区 24,407 4 11 0 778 1,746 2,539 10.4 0 4 3 7
下京区 42,505 2 27 4 5,878 6,496 12,407 29.2 3 23 17 43
右京区 16,146 8 78 84 2,490 4,199 6,859 42.5 2 8 5 15
伏見区 18,288 0 12 2 92 578 684 3.7 1 1 0 2
合計 204,722 35 260 187 12,335 30,954 43,771 21.4 12 41 30 83

































 第 4.2 図 各種被害の分布 
浸水域は、『京都市水害誌』（京都市、1936 年）付図の「京都市全図 被害状況図（昭和十年六月二十九日）」
より作成した。 
基図は、陸軍参謀本部陸地測量部によって測量された 25,000 分の 1 地形図で、1922 年測量、1929 年鉄道
補入の「京都西南部」と、1922 年測量、1930 年鉄道補入の「京都西北部」、「京都東北部」、「京都東南部」、
1922 年測量、1931 年部分修正の「淀」、「雲ヶ畑」、1922 測量の「宇治」、「大原」である。 











面積（km2） 0.1 148.3 148.5 0.01 0.000* 
面積比（％） 0.1 99.9 100.0
段丘 面積（km
2） 1.5 21.5 23.0 0.52 0.003* 
面積比（％） 6.5 93.5 100.0
扇状地 面積（km
2） 7.8 41.2 49.0 1.28 0.013 
面積比（％） 16.0 84.0 100.0
氾濫原 面積（km
2） 20.7 22.0 42.7 3.90 0.000* 
面積比（％） 48.5 51.5 100.0
微高地 面積（km
2） 1.9 2.2 4.2 3.71 0.000* 
面積比（％） 46.2 53.8 100.0
谷底低地 面積（km
2） 0.6 6.9 7.4 0.62 0.289 
面積比（％） 7.8 92.2 100.0
旧河道 面積（km
2） 2.1 2.8 5.0 3.46 0.000* 
面積比（％） 43.1 56.9 100.0
市域合計 面積（km
2） 34.8 245.0 279.8 1.00  














は、植村善博『京都の地震環境』、ナカニシヤ出版、1999、118 頁。  











2） 29.5 67.0 96.5 1.16 0.095* 
面積比（％） 30.5 69.5 100.0
旧市街地 面積（km
2） 0.8 9.1 9.9 0.30 0.287 
面積比（％） 7.9 92.1 100.0
新市街地 面積（km
2） 3.2 17.1 20.4 0.60 0.275 
面積比（％） 15.9 84.1 100.0
市域合計 面積（km
2） 33.5 93.3 126.8 1.00  









 第 4.4 図 浸水域と市街地 
浸水域は『京都市水害誌』（京都市、1936 年）付図の「京都市全図 被害状況図（昭和十年六月二十九日）」
より作成した。 
市街地化の状態は 1887（明治 20）年前後に測量された 20,000 分の 1 仮製図、1922（大正 11）年測量、1929
（昭和 4）～1931（昭和 6）年修正の 25,000 分の 1 地形図を用いて作成した。 
  
  




http://nrb-www.mlit.go.jp/kokjo/inspect/landclassification/land/land_history_2011/index.php （閲覧日 2014 年 7
月 8 日）。 
区界は 1932（昭和 7）年当時のものである。基図は陸軍参謀本部陸地測量部によって測量された 25,000 分





第 5.2 図 台風の進路 
中央気象台編『室戸台風調査報告』（中央気象台彙報第 9 冊）（中央気象台、1935）の第 1 図「室戸台風の
経路其他」に加筆した。 
 



























大 阪 1,888 9,008 10,896 3,921,800 0.28 34,200 183,740 217,940 898,059 24.3
京 都 233 1,771 2,004 1,669,200 0.12 6,022 3,911 9,933 353,587 2.8
兵 庫 261 1,418 1,679 2,798,600 0.06 10,533 67,876 78,409 611,066 12.8
和歌山 37 434 471 865,100 0.05 2,501 4,010 6,511 184,753 3.5
高 知 122 508 630 742,500 0.08 3,194 2,691 5,885 156,373 3.8
徳 島 39 345 384 737,800 0.05 4,273 23,158 27,431 145,835 18.8
岡 山 152 420 572 1,320,100 0.04 4,461 46,043 50,504 281,761 17.9
全 国 3,066 15,361 18,427 68,194,900 0.03 83,611 392,023 475,634 13,504,364 3.5
本表の被害実数は内務省警保局発表の暴風雨被害状況調査票（1934（昭和 9）年 11 月 24 日まで判明分）による。出典は中
央気象台編『室戸台風調査報告』、中央気象台、1935、276-279 頁。 
人口総数は 1934 年 10 月 1 日現在の推計人口を使用した。出典は内閣統計局編『第五十四回日本帝国統計年鑑』、東京統計
協会、1935、20 頁（統計表）。 
































大阪 1,062 5,640 6,702 2,722,700 0.25 9,572 172,343 181,915 602,600 30.2
水上 105 159 264 - - - - - - -
  東 21 130 151 161,300 0.09 155 120 275 29,000 0.9
  西 1 22 23 122,800 0.02 44 10,708 1,0752 23,200 46.3
  南 1 24 25 118,500 0.02 31 373 404 23,200 1.7
  北 3 140 143 230,300 0.06 513 1,415 1,928 49,800 3.9
  港 23 1,380 1,403 308,400 0.45 579 59,218 59,797 73,600 81.2
 大正 131 1,147 1,278 118,500 1.08 922 26,587 27,509 27,000 101.9
 此花 241 680 921 201,200 0.46 1,552 38,220 39,772 46,400 85.7
 浪速 0 72 72 140,500 0.05 245 8,563 8,808 30,500 28.9
 住吉 55 400 455 238,500 0.19 1,237 1,171 2,408 53,300 4.5
天王寺 18 86 104 117,000 0.09 51 0 51 25,200 0.2
東成 109 293 402 273,900 0.15 697 1,418 2,115 63,000 3.4
旭 58 199 257 132,200 0.19 1,209 2,929 4,138 29,900 13.8
西成 17 298 315 191,900 0.16 1,126 2,688 3,814 44,000 8.7
東淀川 31 162 193 201,700 0.10 658 826 1,484 46,200 3.2
西淀川 248 448 696 166,000 0.42 553 18,107 18,660 38,300 48.7
堺 417 1,043 1,460 128,924 1.13 2,140 6,123 8,263 31,532 26.2
岸和田 6 12 18 38,027 0.05 205 1,447 1,652 8,632 19.1
三島 104 515 619 134,594 0.46 1,144 0 1,144 27,739 4.1
豊能 80 334 414 113,469 0.36 3,540 1 3,541 24,044 14.7
泉北 28 211 239 152,988 0.16 1,909 2,996 4,905 30,830 15.9
泉南 14 99 113 162,300 0.07 1,082 830 1,912 31,754 6.0
南河内 12 122 134 140,539 0.10 794 0 794 27,047 2.9
中河内 54 326 380 220,224 0.17 1,965 0 1,965 48,225 4.1
北河内 111 706 817 119,520 0.68 1,653 0 1,653 23,902 6.9
総 計 1,888 9,008 10,896 3,933,285 0.28 24,004 183,740 207,744 856,305 24.3
本表の被害実数は 1934（昭和 9）年 10 月 20 日現在の調査による。出典は大阪府編『大阪府風水害誌』、大阪府、1935、9-10
頁。水上とは水上生活者のことをいう。 
人口総数及び世帯総数は 1934 年 10 月 1 日現在の現住人口である。出典は大阪府編『昭和九年大阪府統計書』、大阪府、1936、
42 頁（統計表）。 




第 5.3 図 高潮の潮位の分布 
観測地点および潮位のデータは『大阪市風水害誌』（大阪市、1935）付図の「浸水地水位等高線図」（縮尺
約 85,000 分の 1）および本文の「浸水地域の地盤高と浸水高位」（105-109 頁）を用いた。 




第 5.4 図 浸水・人的被害率の分布と土地条件 
浸水深のデータは『大阪市風水害誌』（大阪市、1935）付図の「浸水地水位等高線図」（縮尺約 85,000 分の
1）および本文の「浸水地域の地盤高と浸水高位」（105-109 頁）を用いた。 
人的被害率は各警察署管内別の死者・行方不明者・負傷者の合計値（出典は「昭和 9 年 9 月 21 日の関西風
水害に関する被害統計」、地震研究所彙報別冊 2、1935、299-301 頁）を当時の警察署管内人口（1933（昭
和 8）年 12 月末日調べ。出典は大阪府警察部編『昭和八年大阪府警察統計書』、大阪府警察部、1934、68-69
頁（戸口））で割った値を百分率に換算した。 
各警察署管区域は『昭和七年大阪府警察統計』（大阪府警察部、1933）付図の第 1 図「市部警察署位置并管
轄区域図」（1933 年 4 月末日現在）を参照した。 
干拓地の出典は第 5.1 図に同じ。また、埋立地の出典は陸軍参謀本部地測量部によって測量された 20,000
分の 1 仮製図「天保山」（1885 年測量）、「天王寺」（1886（明治 19）年測量）、「金田村」（1887（明治 20）
年測量）、「尼崎」（1898（明治 31）年修正）、「堺」（1898 年修正）、「大阪」（1899 年修正）である。 
  
 
第 5.3 表 土地条件別の浸水面積 
  近世以前か 
らの陸地 水域 干拓地 埋立地 合計 
大阪市内
（①） 
面積（km2） 131.4   19.3 26.0 8.1  184.8  
面積比（％） 71.1   10.4 14.1 4.4  100.0  
浸水域（②）
面積（km2） 15.4   0.0 25.9 8.1  49.4  
面積比（％） 31.2   0.0 52.4 16.4  100.0  
②÷①×100（％） 11.7   0.0 99.6 100.0  26.7  




第 5.5 図 土地条件別の浸水深 




第 6.1 図 研究対象地域 
河川や鉄道、神戸市界は『神戸市水害誌附図』（神戸市、1939）の「河川別災害地図」よりトレースして作
成した。 
等高線は 2000（平成 12）年国土地理院より発行された数値地図 50m（標高）より作成した 50m 間隔のも
のである。 
図中の□はそれぞれ第 6.6 図、第 6.7 図、第 6.8 図の範囲を表している。 
  
  










第 6.4 図 地形分類図 
旧版地形図や既往研究の成果、土地条件図、数値地図 50m メッシュ（標高）を用いて作成した。 
  
  
第 6.5 図 家屋被害分布と明治中期の市街地 














第 6.7 図 旧湊川周辺部の被害 




第 6.8 図 神戸市東部の被害 













第 7.3 図 京都市大水害の京都市における被災地域の特徴 
  
  
第 7.4 図 室戸台風の大阪市における被災地域の特徴 
  
  




第 7.6 図 京都市・大阪市・神戸市における都市化と水害の関係 
